
国土交通省では2022年７月に、「港湾労働者不足対策アクションプラン」を策定し、取組を実施。
2025年１月に、港湾運送事業者を対象に、アクションプランのフォローアップとともに、港湾労働者の不足状況や経
営実態等についてアンケート調査を実施。

港湾運送事業における実態調査

（出典）厚生労働省職業安定局提供データを基
に国土交通省において作成

2022 2023 2024

〈調査結果の概要〉

荷役作業

運賃・料金港湾労働者

アクションプランを踏まえた適正な取引環境の構築

(参考)有効求人倍率の比較港湾労働者の不足感

2019年度 2022年度 2026年度
（見通し）

・安全性向上や労働環境の改善を図る方策として、約４割の事業
者から自動化・遠隔操作化された荷役機械の導入を望む声

・港湾労働者の人手不足の常態化が予想される ・約８割の事業者が直近５年間に運賃料金の値上げを行っているが、
収受状況については、約４割が十分ではないとする声

・取引先に対し、労務費の適正な価格転嫁を要請する文書※について、
約５割の事業者が活用、そのうち、約6割が価格転嫁につながった

47%
34%

20%

労務費の適正な転嫁の要請

知っており活用した
知っているが活用しなかった
知らない

64%21%

15%

活用した結果

価格転嫁につながった
価格転嫁につながらなかった
その他

※2024年3月に国交省と(一社)日本港運協会が連名で作成した文書

荷役作業の安全性向上や労働環境改善に
向けた対策のうち、最も有効であると考えられるもの

自動化・遠隔操作化された荷役機械の導入
教育プログラム（研修）の充実
危険な状態を知らせる警報器等の導入
カメラ等による遠隔監視技術の導入
その他

42％

20％

9%
14％

15％

直近５年間の改定状況

値上げした
変更はない
値下げした

79％

21％
0％

不足 やや不足 普通 やや過剰 過剰

70%68%56%

十分収受できている
十分には収受できていない
収受できていない

58％

37％

5％

取引先からの
運賃料金の収受状況

1.19 1.17 1.14

2.38 2.62 2.61
3.96

5.03 5.22倍

港湾荷役作業員（含パート）

自動車運転者（含パート）

全職業（含パート）
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アンケート調査の概要

対象者 港湾運送事業者
※ 港湾運送事業法に基づく指定港湾(93港)において港湾運送事業を営む者1,143者

2025年１月 ～ ２月 Webフォーム

529者
（46.2％）

実施期間 実施方法

回答数
（回収率）

（業態別内訳） 127専業（下請として荷役作業の
全部又は一部を実施）

177元請(一部の荷役作業を下請
に委託)

52専業（直受として荷役作業を
実施）

130元請（全部の荷役作業を実
施）

10無回答33検数・鑑定・検量

調査内容

港湾労働者

荷役作業

運賃・料金

アクションプランのフォローアップ
～2022年７月に策定した「港湾労働者不足対策アクションプラン」の認知状況、評価 等

～男女・年齢構成、労働時間、不足状況、不足時の対応 等

～届出運賃料金の収受状況、下請料金の収受状況 等

～短時間荷役の状況、労働環境の改善・安全性の向上へのニーズ 等



調査結果①-1（港湾労働者）
労働者の構成

採用・退職

採用ルート

240

199

151

109

104

83

73

44

38

36

作業環境（暑さや寒さ等）が厳しい

土日祝日勤務がある

賃金が不十分

業界のイメージが悪い

勤務時間が不規則である

仕事内容が分かりにくい

認知度が低い

長時間労働である

高所作業などの危険業務がある

その他（自由記述）

採用が難しい理由（複数回答）

140

123

112

84

76

34

33

10

170

賃金が不十分

作業環境（暑さや寒さ等）が厳しい

土日祝日勤務がある

勤務時間が不規則

本人の病気・けが

長時間労働である

育児・介護

高所作業などの危険業務がある

自己都合等その他

定年退職以外の
主な退職理由（複数回答）

男女別割合

男性
94％

女性
6％

総数
30,798名

直近3年間での
採用者数

中途採用
54％

新規採用
46％

総数
4,399名

(参考)平均年齢
2020年調査：42.9歳
2025年調査：43.6歳

港湾短大
10％

高校
15％

縁故
10％

求人サイト
1１％

大学
13％

ハローワーク
10％

自社HP
8％

その他短大
8％

専門学校
9％

その他
7％港湾短大

11％
縁故
23％自社HP

12％

求人サイト
22％

ハローワーク
20％

その他
1３％

0%

5%

10%

15%

20% 年齢構成
2025年調査
2020年調査



調査結果①-2（港湾労働者）

215

192

117

107

97

94

33

自社の他部門・営業所からの融通

予定の変更（荷役日、荷役時間）

他社からの融通

荷役量の平準化

効率的作業が可能な荷役機器の導入

受注量の調整（お断り等）

その他

労働者不足対策として、現在取り組んでいること（複数回答）
171

157

135

132

101

67

49

荷役量の平準化

予定の変更（荷役日、荷役時間）

効率的作業が可能な荷役機器の導入

自社の他部門・営業所からの融通

他社からの融通

受注量の調整（お断り等）

その他

労働者不足対策として、今後取り組みたいこと（複数回答）

労働者の過不足
労働者の過不足の状況

不足
28％

回答数
456件

普通
30％

やや不足
40％

不足
29％

回答数
450件

普通
28％

やや不足
42％

不足
34％

回答数
447件

普通
27％

やや不足
37％

不足
35％

回答数
445件

普通
26％

やや不足
36％

不足
36％

回答数
439件

普通
27％

やや不足
34％

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度（見通し） 2026年度（見通し）

5%
2%

労働者不足が及ぼす影響

31％

回答数
461件

45％

17％

21

34

77

81

140

201

201

その他

一部取引先の荷役

2交替または3交替による連続荷役

大型船の荷役

夜間荷役

荷主・船社希望日での荷役

休日荷役

労働者不足によって影響を受ける荷役（複数回答）



調査結果②（荷役作業）

3%
15%

23%59%

短時間での荷役作業※の依頼の発生

発生している
たまに発生している
ほとんど発生していない
発生していない

137

112

57

39

20

11

取引先からの要請
船舶の出入港対応

岸壁での混雑
季節要因

主体的に実施している
その他

発生する要因（複数回答）

43%

52%

5%
短時間作業の依頼による従業員の残業時間

増加している
変わらない
減少している

7%
12%

6%

14%

14%
21%

26%

取引先に対して、労働時間増加による追加コストの転嫁状況

すべて転嫁できている
9～8割程度
7～6割程度
5～4割程度
3～2割程度
1割程度
転嫁できていない

短時間での荷役作業依頼

荷役機械の所有基準※を満たすことの負担感 労働環境の改善や安全性向上が望まれる業務内容と必要な対策
※ 港湾運送事業の許可にあたっては、基準となる取扱量の１/２以上を処理できる荷役機械を
所有すること等が必要

荷役作業の安全性向上や労働環境改善に向けた対策のうち、
最も有効であると考えられるもの

自動化・遠隔操作化された荷役機械の導入
教育プログラム（研修）の充実
危険な状態を知らせる警報器等の導入
カメラ等による遠隔監視技術の導入
その他

42％

20％

9%

14％

15％

回答数
441件

荷役機械の所有条件が経営に与える影響回答

かなり負担である
すこし負担である
あまり負担はない
負担はない

34％

29％

回答数
476件21％

16％

※例えば、通常の営業時間では
２日程度かかる作業を、時間外
労働や荷役機械の追加投入等
により、１日で作業すること。



調査結果③（運賃・料金等）
運賃料金の改定状況 割増料金の収受状況

運賃料金及び下請料金の収受状況等
＜元請＞ ＜下請＞

改定の要因

当社側からの要請
89％

回答数
279件

取引先から
の要請

9％

その他
２％

十分収受
できている
58％

十分には収受
できていない

37％

回答数
356件

収受できていない
5％

取引先からの
運賃料金の収受状況

元請からの
割増料金の収受状況

原価計算等と照らして
必要な経費を賄うのに十分か

十分ではない
52％

回答数
101件

十分である
46％

その他
3％

直近５年間の改定状況

値上げした
79％

回答数
363件

変更はない
21％

値下げした
0％

45％

24％

回答数
360件

14％

12％
5%

45%

41%

11%
3%

契約単価に含める形で収受できている 別建てで収受できている
収受できていない その他

回答数
119件

運賃料金について
取引先との主な決定方法

55%15%

30%

半夜・深夜割増

回答数
314件

53%14%

33%

土曜割増

回答数
274件

62%
15%

23%

日曜祝日割増

回答数
321件

30%

8%
63%

附帯業務

回答数
254件

22%

5%

74%

特殊品目

回答数
261件

22%

13%65%

悪天候時割増

回答数
205件

収受できている 十分には収受できていない 該当なし



調査結果④（アクションプランの評価）

港の仕事をしってもらう取組 働きやすい職場環境の確保

適正な取引環境の実現

事業者間の協業の促進

アクションプランを知っているか

回答数
479件

知らない
45％

知っている
55％

10

34

66

236

その他

新聞・記事

国交省からの周知

業界団体からの周知
どこで知ったか（複数回答）

アクションプランの認知状況

アクションプランに盛り込まれた施策の評価

国交省が作成した冊子、
(一社)日本港運協会が作成した動画

見た
59％

見ていない
41%

（冊子の評価）
・港での仕事内容が理解しやすかった
・今後は元請け、専業等の違いをもっと
説明してほしい
・他業種の人にも訴求する内容が望ましい
・荷主には浸透していない
・地方港の実態が反映されていない 等

遠隔操作RTG導入支援

知っており活用した 知っているが活用しなかった 知らない

54％

40％

回答数
235件

6％ （活用しなかった・できなかった理由）
・コンテナ荷役を扱っていない
・関係者調整が困難
・当社は専業のため
・事業規模が小さく、多額の投資は
困難 等

特定限定許可制度※

知っている
54％

知らない
46％ 回答数

263件

（利用しない・できない理由）
・緊急時に一時的に必要になるが、
緊急時に申請しても間に合わない
・東北などでは移動距離が長い
・どこも人手不足なため、もっと大規
模な母体が必要
・地場企業等の理解が必要 等

取引先に対し、国交省と(一社)日本港運協会が連名で、
2024年3月に、労務費の適正な転嫁を要請する文書を通知 活用した結果

価格転嫁につながった
価格転嫁につながらなかった
その他

64％

21％ 回答数
123件

15％

※事業者間での協業を円滑に行うことができるよう、港湾運送
事業法令を改正し、許可基準及び下請制限を弾力化

（その他のご意見）
・一部の料金では転嫁につながったが、
一部では不十分だった
・現在交渉中のため判断できない
・交渉時の情報提供として活用 等

知っており活用した 知っているが活用しなかった 知らない

47％

34％

回答数
262件

20％
（活用しなかった理由）
・文書を送るだけで船社は動いてくれない
・既に適正な利益があるため
・結局は荷主との関係に依存するため
・すでに料金交渉を行っていたため
・今後の値上げ交渉には活用する予定 等




